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はじめに
　2001年９月11日のニューヨーク世界貿易セン
タービル・アメリカ国防総省への旅客機乗っ取
りによる自爆攻撃以降、また日本においては
2011年３月11日の東日本大震災と福島第一原子
力発電所事故以降、突発戦争・テロリズム、あ
るいは巨大事故といった人為的災害、更には地
震・噴火、天体衝突・太陽面爆発といった自然
災害が単なる日常的な行政的政策課題たるを超
えて、政策決定原理や政治体制の基本思想にか
かわりうる原理的な課題としてクローズアップ
されるようになった。
　災害・事故への対応に関する政治理論的・規
範倫理学的考察はもちろん20世紀以前において
もなされていたが、ことに21世紀に入ってから
の議論の隆盛は、上記の二大事件のような、ト
ラウマを残す出来事の勃発はもちろんだが、よ
り長期的・構造的な理由があって起きていると
思われる。
　第一には、地球温暖化論争が象徴しているよ
うに、人間社会の科学技術の発展が、それ自体
としてリスク要因となって、巨大事故や巨大災
害の原因となり、人間社会の安全と幸福を脅か
しているのではないか、という懸念である。こ
の問題はそもそも世界大戦の惨禍によって人々
の脳裏に刻み込まれたものではあるが、科学技
術の直接の惨禍として、まさしく人間に責任の
ある「人災」としてわかりやすい戦争のみなら
ず、かつて「公害」という言葉を産み出した、

各種廃棄物による自然環境・生態系汚染、都
市化が増幅する感染症リスクや一部の自然災害

（地震・台風等）の被害等々、戦争とは異なり、
暴力的破壊を全く目的とはせず、むしろ安全と
幸福のために発展した技術が、その「意図せざ
る結果」としてリスクや破壊をもたらす、とい
う状況は、むしろこちらこそが「人災」という
にふさわしいものとして深刻に受け止められる
ようになった。
　そして第二に、これと密接に絡まり合いなが
らしかし最終的には別のファクターとして理解
されるべき傾向がある。すなわち、科学技術、
というより自然科学的知見の発展に伴い、人間
社会にとって懸念されるべき問題、リスク要因
として認識される事象の幅が広がってきた、と
いうことである。
　やや恣意的だが象徴的な事例を引こう。かつ
て1970年代作家小松左京が小説『日本沈没』を
書いたのは「日本民族に国土、故国を失わせて
みるとどうなるか？」という思考実験のためで
あり、本来であればその「本編」は「沈没後」
を描く第二部になるはずであった。しかしなが
らそこで作家が持ち出した「日本沈没」という
擬似イベントは、現実の地球科学の知見に照ら
せばほとんどありえない現象──少なくとも数
百万年かそれ以上かかる過程を、年単位に圧縮
したもの──であり、それはこの作品のために
地球科学を熱心に勉強した、他ならぬ作家自身
も承知の上であった。「一億人の住民が暮らす
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国土を比較的短時間のうちに消滅させる」とい
う思考実験のためには、多少の無理は仕方がな
い──という判断もそこにははたらいていただ
ろう。
　しかしながら現在の我々はその後の地球科学
の発展を踏まえ、年単位で全過程が終了する「日
本沈没」などという大嘘を繰り出さなくとも、
十分に起こりうる──かつて地球上、どころか
日本列島上で頻々と起こった現象が、十分に日
本人を国土喪失へと追い込む力を持っているこ
とを知っている。具体的にはカルデラ噴火であ
り、たとえば阿蘇山が８万７千年前のそれと同
規模のカルデラ噴火を起こした場合、九州一円
はものの数時間で全滅し、風向きによっては火
山灰によって日本列島全域が生活不能となる。

（しかも『日本沈没』と異なり、列島からの脱
出が極めて困難となるため、「全滅」の可能性
が高い。）北米、イェローストーンが64万年前と
同規模の噴火を起こした場合には、北米一円が
全滅し、北半球全域が生活不能圏となる恐れが
ある。
　これ以外にも、白亜紀における恐竜絶滅を含
めて、いくつかの生物大絶滅が天体衝突によっ
て引き起こされたものであることはほぼ確実視
されている。このように、人間社会全体を壊滅
的危機にさらし、生物としての人類を絶滅に追
い込みうる自然災害が、地球科学・宇宙科学的
な観点からはありふれたものであることが、十
分に理解されるようになってきたのは、比較的
最近のことである。「人間社会壊滅」という思
考実験のために、科学的に見てありえない・あ
りそうもない現象を無理やりにひねり出す必要
は、もはやなくなってしまった。
　それにしても、「人間は解決しうる問題だけ
を提起する」とはカール・マルクスの箴言（「経
済学批判への序言」）だが、ここではそれは当て
はまらないように見える。カルデラ噴火にせよ、

太陽面爆発にせよ、統計的把握と確率論的な法
則理解はともかく、個別事象としてはひょっと
したら事の本質上予測不可能な事象である可能
性まであり、その規模と相まって少なくともい
まのところ我々が有効な対処をなしうる対象と
は思えない。にもかかわらずこうした「天変地
異」レベルの低頻度大規模災害の可能性は、政
策的対応の可能性があやふやなままに、否応な
く人間社会の視界に入り込んできてしまったの
である。
　本稿ではおおむね上記のごとき問題意識に則
り、低頻度大規模災害に対する政治理論的・規
範倫理学的に有意味な洞察──すなわち、実践
的な対応の指針となりうるか、最低限でも「そ
もそもこの場合の 「実践的対応」とはいかなる
営みを意味するか」についてある程度明らかに
しうる議論──をなすための準備的考察に着手
する。
　具体的には、第Ⅰ部（保田幸子稿）では「リス
クと不確実性」をキーワードに、ロールズ以降
の時代における政治哲学・規範倫理学が「哲学
的正義論の低頻度大規模災害への適用可能性」
について何を論じてきたか、について簡単な
サーベイを行う。第Ⅱ部（稲葉振一郎稿）では、
第Ⅰ部でサーベイしたタイプの議論の射程、つ
まりは最大限広い意味における「保険原理」の
射程を超えるタイプの低頻度大規模災害、つま
りは「人類絶滅」の危険をはらむ災害に対する
有意味な議論の可能性について準備的な考察を
提示する。

Ⅰ
１　予防原則
　わたしたちが大惨事のリスクに向き合う際の
原則として予防原則（precautionary principle）
がある。予防原則とは、科学技術が環境に重大
な損害を及ぼす恐れのある場合には、そうした
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リスクを確実に立証せずとも規制を要求できる
という考え方のことである。しかし、どの程度
のリスクで予防的措置をとるべきなのだろう
か。
　ある人は、これから起こる災害に対して、9.11
のテロ攻撃後のD・チェイニー副大統領のよう
に「１パーセントドクトリン」に基づく判断を
すべきと考えるかもしれない。すなわち、起こ
る確率が非常に低い確率であっても大惨事を引
き起こすような事柄に関しては、たった１パー
セントの確率であっても確実に起こりうる危機
として対処すべきである。その反面、非常に低
い確率であるが外出すると事故に合うからと
いって、わたしたちは外出を控えるだろうか。
おそらく、先の原則を説得的だと判断する人で
あっても、事故に怯えて外出を控えるのは合理
的でないと思うかもしれない。しかし、「１パー
セントドクトリン」のような予防原則はわたし
たちにそうするように指示する（1）。では、政府
の判断基準としては「１パーセントドクトリン」
は適切で、個人の判断基準としてはそうでない
のであろうか。
　また、大惨事の被害にあった人々に対して、
わたしたちの多くは支援することが道徳的に正
しいと考えるだろう。しかし、それはどの程度
であろうか。例えば、暮らし向きの悪い人々に
対して無分別に公的支援をすることはフリーラ
イダーを招くので、各人に帰責不可能な理由に
よる場合のみ補償をすべきという考えも浸透し
ているように思える。それでは、緊急時には理
由を問わず援助し、そうでない場合は責任原理
に基づいた補償をすべきなのであろうか。

２　不運と不正義
　J・シュクラー（Shklar 1992）は、災害はどこ
までが不運でどこからが不正義なのかという疑
問を投げかけた上で、両者の線引きが困難であ

ると述べる。不運とは、損害がわたしたちのコ
ントロールの及ばない要因によりもたらされた
場合を指すのに対して、不正義とは、人為的要
因により惨事が引き起こされた場合を指す。こ
の区別は、被災者への救済のための責任の所在
を問う際に重要となるであろう。不正義による
災害の場合、その責任を取るべき誰かが存在す
ることとなる。ただし、不運・不正義いずれの
場合であっても、被災者の救済の道徳的重要性
は変わらない。
　この区別に対して、シュクラーは、近代以降、
政府の役割が拡大したため、不運が不正義と解
釈される傾向にあると指摘した。その上で、両
者の区別が困難であり、仮に線引きをしたとし
ても恣意性を免れないと述べた。シュクラーの
不運と不正義の区別への結論は「不運と不正義
の境界にあたっては、われわれは、犠牲者がそ
のどちらの側にいるかをたずねることなく、彼
らに対して最善に対処しなければならない」と
いうものである（Shklar 1992: 55）。
　それに対して、河野と金は、「被災者に 「善
処」するためには、「どちらの側にいるのかを
たずね」なければならない」と述べる（河野・
金 2012: 61）。彼らのこうした主張は、現代の
不正義は政治性を帯びているシュクラー自身の
指摘にその根拠がある（河野・金 2012: 59-61）。
すなわち、不正義が政治性を帯びている以上、
国家の暴挙から個人を守ることを思想の中核と
するリベラリズムは、不正義の責任の所在を追
求し、被災者を救済することが望ましいと考え
る。それに対して、不運はそもそも政治性を帯
びることが定義上ありえない。したがって、被
災者に対して不運と不正義のどちらにいるかを
たずねることが、彼らへの善処につながるとい
うのだ。
　本稿は、河野と金の見解におおむね同意する。
しかし、不運と不正義の区別は恣意的で曖昧に
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なりかねないが、線引きのための基準を設ける
ことは可能であると付け加えたい。すなわち、
適切な予防原則の適用である。予防原則は、特
定のリスクを回避しようとすると新たなリスク
が生じるというジレンマを抱えている。例えば、
交通事故にあわないように外出を控えることで
運動不足となり高血圧や高血糖のリスクが高ま
る。C・サンスティーンは、「ある方針をとっ
た場合の最悪のシナリオが、別の方針の場合よ
りも著しく有害な場合、そしてそのシナリオを
排除することによって莫大または極端に重大な
損失や負担が生じない場合には、マキシミン原
則に従うべき」と、費用便益分析と両立可能な
予防原則を考察している（Sunstein 2012: 182）。

３　運の平等主義
　前節における不運と不正義の区別とは、大惨
事の予防の責任を問うことか可能かという問題
であった。不正義による被害であれば、そうし
た不正義を引き起こした者の責任が問われるこ
ととなるが、不運はそうではない。しかし、シュ
クラーによれば、いずれの場合であっても、被
災者救済の道徳的重要性は同等である。実際、
わたしたちの多くは、人為的要因か否かに関わ
らず大惨事の被災者を早急に救済すべきと考え
るだろう。だが、すべての被災者を同時に同程
度救済することが困難である場合もある。
　この問題に対して、分配的正義論における運
の平等主義が一つの手がかりとなるように思わ
れる。運の平等主義は、各人の選択の結果では
ない不利益に対しては補償するべきだが、選択
による不利益は補償すべきではないと考える。
運の平等主義の主要な論者としては、R・ドゥ
オーキン（Dworkin 2000=2002）、R・アーネソ
ン（Arneson 1989）、G・A・コーエン（Cohen 
1989）、E・ラコウスキー（Rakowski 1991）らが
挙げられる。彼らは、どこまで各人の選択の範

囲とするかに関しては見解が分かれるものの、
共通して、各人の選択の結果ではないにもかか
わらず当該の状況が不利であるのは、望ましく
ないと考える（Temkin 2011: 62）。
　また、アーネソン（Arneson 2000）は、そ
の後、自らの立場を責任原理を維持しつつ優
先性説（Parfit 2000）に従い再分配を行う、責
任 対 応 型 優 先 性 説（Responsibility-Catering 
Prioritarianism）と変更した。責任対応型優先
性説とは、分配理念としては優先性を採用しつ
つ、責任原理に基づく再分配を望ましいとする
立場である。責任対応型優先性説は、不利な状
況にいる人に対して、各人の責任がなければな
いほど、当該の状況が不利であればあるほど、
その人に対して再分配をおこなうことは望まし
いと考える。
　したがって、責任対応型優先性説によれば、
大惨事が起きた際、その被害がより大きく、そ
うした状況に対してより責任のない者を優先し
て補償することになる。また、厳格な運の平等
主義者は、どんなに大きな被害を受けたとして
も、当該の状況がその人の選択の結果であった
場合、いかなる補償も行うべきではないと主張
するであろう。
　運の平等主義に対する主要な批判の一つに、
選択と状況の区別は恣意的であるという批判が
ある。運の平等主義における選択と状況を区別
は、自由意志に基づく各人の自発的選択に基づ
いている。しかし、運の平等主義が各人の自由
意志に基づくと想定している選択それ自体も、
遺伝や社会階層などの非自発的な要因の影響下
にあるといえる（Scheffler 2003: 18）。各人の自
由意志に基づくと想定されている行為であって
も、非自発的要因に起因するため、各人にいか
なる責任を問うこともできない（Hueley 2003: 
24-26）。したがって、運の平等主義の各人の選
択を尊重した再分配という試みは不首尾とな
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る。
　第二の批判は、選択と状況の区別に伴う過酷
性へ向けられる。E・アンダーソンは、運の平
等主義における自主的な選択の結果としての
不利益の扱い方の問題点を指摘する（Anderson 
1999: 295-300）。運の平等主義の責任原理に基
づく平等を貫徹すると、自主的な選択の結果
としていかなる不利益を被ろうとも補償されな
いという結果を導く可能性がある。例えば、不
注意な運転により事故を起こした瀕死のドライ
バーがいたとする。もしこのドライバーが保険
に未加入であった場合、彼は自らの選択により、
怪我を負っていると判断されるため、治療を受
ける正当な権利を持たず、道端に放置されるこ
ととなる（Anderson 1999: 295）。こうした不運
に対して、運の平等主義は、事前に保険加入を
行うという処方箋を示す。だが、日々の生活に
困窮している人が、よりいっそう生活を切り詰
め保険に加入することは必ずしも合理的な選択
であるとは言えないであろう（Anderson 1999: 
298）。しかし、運の平等主義によれば、生活困
窮者が自身で保険非加入を選択したため、より
いっそう困難な状況に置かれるのは本人の過
失となる（2）。こうした批判は、過酷さへの異議

（the harshness objection）（Daniels 2011: 282, 
Voight 2007）と呼ばれている（3）。

４　リスクと不確実性
　選択と責任を区別する運の平等主義の主張
は、ロールズの『正義論』にその端緒が見られ
るが、ロールズ自身は、両者の区別を厳密に順
守していない。なぜなら、格差原理の「最も不
利な人の利益が最大となるような不平等のみ許
容される」という要請は、選択と状況の厳密な
区別に干渉するからである。では、なぜロール
ズは各人の自由を平等に尊重することを重視し
ながらも、格差原理を採用したのであろうか。

　ロールズは、正義の二原理はわたしたちが無
知のヴェールを被った状態でマキシミン原理に
より選ばれるとした。これに対して、ハーサニ
は、マキシミン原理は杞憂すら合理的と判断す
るので説得的でないと批判した（4）。確かに、選
択の規則としてマキシミン原理を考えた場合、
ハーサニの見解は正しい。わたしたちは、遠方
での魅力的な転職の誘いを受けた時に、移動手
段である飛行機の墜落事故を恐れてその誘いを
断るのは不合理と考える。しかし、ロールズが
描こうとしたのは、合理的な社会の基準ではな
く公平な社会の基準である。したがって、無知
のヴェール下で、彼が確率を使用せず、マキシ
ミン原理を採用したのは一定の説得力があるよ
うに思える（若松・須賀 2011a）。そして、公平
さの基準であるがゆえに、選択と状況の厳密な
区別に積極的ではないと考えられる。それに対
して、運の平等主義は選択と状況の区別の精緻
化こそが公平な分配の基準であると考えてい
る。しかし、第一にその区別が恣意的であるの
で正当性が疑わしい。さらに、たとえ、恣意的
でない区別が可能であるとしても、各人に苛酷
さを強いるため、公正な分配であるとは言いが
たい。
　では、マキシミン原理が一定の説得力を持つ
ので、「１パーセントドクトリン」に基づいて、
大惨事に備えるべきであろうか。答えは否であ
る。第一に、この原則は確率を前提としている

（Sunstein 2012: 162）。また、第二に、仮に不
確実性のもと、大惨事が起こらないよう対処す
べきという原則であったとしても、この原則は
適切ではない。なぜなら、特定の災害後は是正
すべき不利益は特定されているが、事前におい
ては、避けるべき大惨事は無数にある。したがっ
て、事後と同様のルールを採用することはでき
ない。
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Ⅱ
１
　第Ⅰ部で展望したようなタイプの議論には、
暗黙裡に様々な前提が置かれている。つまりそ
こで問題とされているのは、いかに低頻度で大
規模な災害であろうとも、全人類社会のレベル
でいえばローカルな規模──せいぜい一つの国
家が壊滅する程度──のものでしかない、とい
うことである。しかしそれを上回る程度の──
人類全体の過半が失われるような規模の災害に
対しては、そのままでは適用できるものではな
い。
　前章での議論が対象となっているような局地
災害に対しては、広い意味での「保険原理」が
容易に適用可能である。これはただ単に、そう
した大規模災害の頻度が低いため、そうしたリ
スクを大数の法則を利用して、人類社会全体で
シェアし、ヘッジすることができる、というだ
けのことではない。
　具体的にここで、いかなる形でリスクがシェ
アされ、ヘッジされるかを考えてみよう。こう
した災害、のみならずリスクに対応する保険を
理解するためには、時間的な垂直の次元と、集
団的な水平の次元との双方を考慮しなければな
らない。すなわち、単独の主体が自力で普段か
ら万一の事態に備えて、損害をカバーするため
の準備を貯蓄しておく、という側面に加えて、
その貯蓄を同時代に生きる集団で行うことに
よって効率化すること、この二つの契機が不可
分に組み合わさっている。通常の私的なレベル
でのリスクに対応する生命保険や損害保険の場
合には、そうした事象は個人にとっては低頻度
でも、集団レベルで見れば定常的に発生してい
るものであり、それに対応する保険から「長期
間にわたる貯蓄」という側面が薄れてしまうが、
こうしたリスクに対しても個人的に対応しよう
とするならば「長期間にわたる貯蓄」という手

段で対応するほかはない。そして本稿で問題と
している低頻度大規模災害の場合には、集団レ
ベル──それこそ一国レベルや人類社会レベル
でも全く定常的ではないような事象が対象であ
るため、時間的な次元、長期にわたる貯蓄とい
う側面が重要となってくる。
　そして人類社会全体にダメージを与えるよう
なグローバルな災害においては、この時間的な
次元のみがほぼすべてとなり、水平的な集団的
リスク分担という契機がほぼ消滅する。これが
第一点である。
　第二に、これに関連して重要なことはこうし
たグローバル災害への準備、貯蓄が具体的に如
何になされるのか、ということである。たかだ
か一国、地域レベルのローカルな災害であれ
ば、被災を免れた保険引受人が十分な数で生存
しているだろう。また、国毎の通貨システムは
いざしらず、グローバルな貨幣経済の仕組み自
体は崩壊しないであろうから、そうした災害に
備えた「保険」はあくまでも貨幣ベースで進め
て問題がない。つまり貨幣の形で貯蓄し、貨幣
の形で用いられればよい。むろん災害のスケー
ルが激甚であれば、世界的な供給不足とインフ
レなどの副作用が無視はできないが、それでも
世界的に見れば、たかだかパーセントのオー
ダーでの富や生産力（人的資源含む）の喪失に過
ぎない。しかしながらこれよりもオーダーが上
がり、数億人から数十億人の人命が失われるよ
うな、またそれに伴い人工的な物的富、のみな
らず自然環境もそのオーダーで損なわれるよう
なグローバル災害の場合にはどうだろうか？　
　このオーダーの災害にはそもそも確率論的リ
スク評価に基づく保険原理が役に立たない、と
は即断するまい。そうしたオーダーの災害につ
いても、具体的にはカルデラ型噴火や天体衝突
などのリスクについて、システマティックな確
率論的評価の試みは既に始まっている。そうで
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はなくここでの問題はもっと具体的なことであ
る。すなわち、そのオーダーの災害に際して
は、第一に、請求に応じるに際して十分な数の
保険引受人がそもそも生存していない可能性が
高い。そして第二に、そうした災害に際しては、
そもそも貨幣経済自体が国際的なスケールで壊
滅的な打撃を受けている──単なるインフレー
ションではなくハイパーインフレーション、そ
れを通り越して貨幣制度自体の解体が世界各地
で起きている──だろうから、保険金を貨幣で
支払うこと自体に意味がない、ということにな
る。通常、保険金を貨幣で支払うことに意味が
あるのは、貨幣で購入しうる商品が、被災地で
あればともかく、世界的に見れば問題なく供給
されているからである。被災者は保険金でそう
した商品を購入すればよい。しかし貨幣経済シ
ステム自体が解体しているような状況において
は、貨幣で支払われる保険金は単なる空証文で
ある。
　結論的に言えば、グローバル災害に対する備
えとしては、貨幣的な金融資産の貯蓄ではほと
んど意味がない。そうした災害に対しては交換
価値を持つ資産の形でではなく、被災者たちに
とって直接に利用可能な使用価値を備えた現物
を備蓄しておかねばならない。むろんあくまで
局地的な、主として戦争を念頭に置きつつ、通
商途絶に備えて食料や燃料を地域（上限として
は国家）レベルで備蓄しておくシステムであれ
ば比較的よく知られているが、基本発想として
はそれと変わりない。
　繰り返すが、そこでは保険原理が全面的に無
効になっている、とまでは言えない。保険原理
を構成する二つの契機のうち、片方──水平的、
同時代集団的契機が無力化されただけであり、
もう片方の時間的契機はまだ健在である。極め
て発生頻度が低い激甚災害への準備を、世代間
でシェアする、という考え方はここで無効化さ

れるのではなく、むしろより重要となる。しか
しそれに加えてここで強調したいのは、そうし
たグローバル災害において、それへの準備とし
て備蓄されるべきは、あくまでも直接使用・消
費される実物財であって、金融資産ではない、
ということである。

２
　グローバル災害をローカルな災害から、単に
量的なスケールにおいてのみならず、質的に区
別するべきいま一つのポイントは、それが知識
──全人類の共有財産としての、パブリックド
メインの知識、基本的な科学的知識、技術──
それ自体の喪失を引き起こす可能性がある、と
いうことである。
　大規模災害の経済的インパクトの研究のなか
で興味深いのは、その直接の被害、損害の経済
評価だけではなく、その長期的なインパクト─
─一時的ショックとしての災害が、社会経済の
長期的なプロセスに対して、どのような影響を
与えるのか、という問題についての検討である。

　まず以下では、Cavallo and Noy（2010）を参
考に、災害の種別は問わず──気象学的異変か、
地殻変動か、あるいは天文学的事象かは問わず、
それどころか狭義の自然災害か、あるいは事故
や戦争までをも含めた人為災害かも問わず──
に、直接に万単位以上の死傷者を出し、百万単
位の人口の生活に直接間接の大きなダメージを
与えるような巨大災害の、社会全体へのインパ
クトを、マクロ経済に焦点を当てて考えてみる。
　第一に自然災害について我々は、その短期的
インパクトと長期的インパクトとを考えること
ができる。ただしここでの「短期」は意外と長
く、災害からの復旧がそれなりに行われ、「非
常時」から「平時」に復して間もなく、くらい
が想定されているので注意されたい。「インパ
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クト」については非常に単純に、GDP、国富
等、貨幣で測れる尺度を主とする。せいぜい拡
張して、出生率・死亡率その他の公衆衛生指
標、あるいは識字率や政治的自由度くらいまで
である。（国連開発計画（UNDP）の人間開発指数

（Human Development Index）なども用いられ
ることがある。）
　短期的なインパクトについて、「当然マイナ
ス」と素人は考えがちであるが、実際の研究で
はマイナス説とプラス説の双方があって、どち
らとも決着がついていないというのが現状であ
る。「当然マイナス」なのはあくまでも災害直
後であって、このときは人命が失われ、生産設
備が破壊されて国富は減り、生産力は低下し、
所得も減る。更には生き残った人々の健康も損
なわれるし、場合によっては政治的な混乱も生
じる。しかしそうした災害直後の「非常時」が
終わった後については、何とも言えない、とい
うのである。おそらくは災害の規模、性質、災
害が起きた地域が先進国か途上国か、災害が起
きる前の景気は良いか悪いか、等々の様々な要
因によって変わるだろうが、その辺の細かいメ
カニズムもまだまだ十分には解明されていな
い、というのが現状である。
　どういうことか？　災害直後のダメージは、
復旧・復興の過程である程度償われる。この回
復の度合いが高く、災害前の水準を上回ること
がありうる、というのがいわば「プラスのイン
パクト」説である。それが起きる理由としては、
第一には、ケインジアン的な考え方というべき
か、復興需要が雇用を増やし、GDPを上げる、
というメカニズムが挙げられる。そして第二に、
シュムペーター的な考え方であるが、災害がイ
ノベーション、「創造的破壊」を促進する、と
いうメカニズムである。災害が古い資本財、生
産設備をスクラップ化することによって、新規
投資が促進される、あるいは、災害がもたらす

危機感が、新技術開発を活発化させる、という
事態が想定されている。そして短期的なインパ
クトについての悲観論、「マイナス」説は当然、
こうした効果が存在しないか、存在したとして
も弱い、という解釈を取る。
　長期的なインパクトについての考え方も、上
記と大筋において変わるわけではないが、注目
する焦点がやや異なる。更に、理屈としては「短
期的にはプラス（マイナス）だが長期的にはマイ
ナス（プラス）」といったねじれた議論も十分に
成立するのが難しい。
　短期的インパクトについて考えるとき、ター
ゲットとなる数字はGDPなど、主としてある
一時点での静的な「水準」を測る指標だが、長
期的インパクトを考えるときにはターゲットは
GDPの成長率、生産性の上昇率、更にその長
期的な動向など、動的な「スピード」となる。
災害のあと、GDPが災害以前のレベルか、そ
れ以上にまで回復したとしても、その成長率が
災害以前よりも低下してしまっていれば、長期
的な経済パフォーマンス、そして福祉は低下し
てしまうことは言うまでもない。こちらについ
ては、主としてシュムペーター的な「創造的破
壊」のメカニズムが災害前後でどのように変化
するか、がカギとなる。
　純粋に理論的に考えるならば、長期的な生産
力水準や成長率を決めるのは、経済理論的に言
えば生産関数や効用関数の形状、つまりは生産
技術や人々の生活様式・趣味嗜好である。とす
ると、大規模な災害であっても、それが損なう
のは具体的な人命や物財のみであって、一般的
な知識、情報──人類の共有財産としての科学
技術の知識や、普通の人々の常識、基礎的な身
体技能など──を消滅させることはない、と考
えるならば、長期的にはその影響は消滅する、
と結論される。つまり、大規模な災害によるマ
クロ経済へのインパクトは、あくまでも一時的
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なものにとどまり、市場の自然なはたらきに任
せていても、長期的には経済はその本来の軌道
に回帰する、というわけである。
　もちろん失われた人命は取り戻せないし、死
亡しなくとも人間の寿命は有限なので、復興に
かかる時間、回復までの過渡期は短い方がよい。
それゆえこの結論自体は、実践的な政策論とし
て「何もしなくともよい」ということを意味し
ない。原状復帰までの時間を縮めるための方策
が打てるならば、打った方がよい。しかしなが
ら災害のショックはあくまで一時的なものであ
ることに変わりはない。
　もう少し厳密に言えば話はもう少しデリケー
トではある。すなわち、ミクロ的な基礎付け、
即ち経済主体の合理的な選択の結果導き出され
る定常状態、長期的な均衡成長経路は、もっと
も単純な場合にはゼロ成長で、同じ生産高、同
じ消費水準を繰り返すというものである。それ
にもう少し手を加えれば、一定の割合で生産性
が上昇し、その分成長が持続する定常状態も導
き出せる。言うまでもなく現実の経済がどちら
に近いか、によって、大規模災害の長期的イン
パクトは異なってくる。前者、ゼロ成長状態の
場合には、災害の長期的インパクトはほぼゼロ
と言ってよいことになるが、後者の場合は違う。
災害によって一時的に成長率が低下し、やがて
均衡成長率が回復する、となれば、絶対的な生
産高、消費水準は長期的に低下させられること
になるからだ。同じ技術の下、均衡成長率にた
どり着く経済であっても、初期の総資本の量が
少なかったり、経済成長のスタートが遅かった
りすれば、その分ある時点での生産高、消費水
準はより多い総資本で出発した経済や、早く成
長を開始した経済におけるよりも低くなる。つ
まり成長する経済においては、その意味では一
時的ショックの影響は長期的となる。
　理論的には大体以上の通りだが、では現実の、

実体経済はどのように振る舞っているのか？　
我々も知る通り、ことに産業革命以降の経済は、
成長率の変動こそあれ持続的な成長を経験して
いる。ということはどちらかというと後者、つ
まり大規模災害による一時的なショックが定常
的な成長過程を中断し、長期にわたって生産力、
生活水準の絶対的低下をもたらしてしまう、と
いう予想が当てはまりそうだ。
　しかしながらCavallo and Noy（2010）、更に
外谷（2013）はいくつかの実証研究を基に、それ
以外の可能性を指摘している。すなわち、いく
つかの大規模災害の後で、経済成長がそれ以前
よりもむしろスピードアップしている事例がい
くつかみられる、ということである。直観的に
はそれは、上述したシュムペーター的メカニズ
ムのバリエーションとして理解できる。つまり
災害による人的・物的被害が、人々に危機感を
おぼえさせてむしろ勤労意欲、投資意欲を高め、
技術革新を促し、災害以前よりも高い生産性上
昇、経済成長を実現する、というストーリーで
ある。シュムペーターはこうした革新を促す危
機としては、主として景気循環、不況を念頭に
置いていたようだが、類似の効果が自然災害や
戦争などにもありうる、というのである。

　このように、大規模災害の長期的な経済成長
に対するインパクトについては、まだ明確な結
論が出てはいない。しかしながら、以上のよう
な議論は、ある特定の前提の上に成り立ってい
るものであることを忘れてはならない。すなわ
ち、経済理論の言葉を使うならば、災害の前後
で生産関数の形状は変わらないということ、つ
まりは災害によって技術的な知識それ自体が失
われるわけではない、ということがそこでは想
定されている。その想定が、長期的には経済は
定常状態に（それがゼロ成長であれ持続的成長
であれ）回帰する、という結論を支えている。
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　しかしながら前節で問題としたような規模の
災害、即ちグローバル災害はどうであろうか？
　先のグローバル災害の規定は基本的には量的
な規模、被害の及ぶ地理的空間的な範囲や、人
命や物財の損失の量的な程度に照準を合わせた
ものであるが、これほどの規模になれば我々は
そこに質的な切断の可能性をも読み込まないわ
けにはいかない。すなわち、あまりにもたくさ
んの人命が失われることによって、それぞれの
人々の個別的な、ローカルな知識や能力だけで
はなく、人々の協力によって維持されていた、
より一般的な、社会的に共有されている常識的
な知識・技能、あるいは科学知識といったもの
までが、失われ、人類社会全体の生産力や消費
生活の水準のみならず、知識水準までもが後退
してしまう、という可能性が、国家レベルを超
え人類の過半の生存を危機にさらすほどの大規
模な災害──具体的にはイェローストーン規模
のカルデラ型噴火であるとか、シベリア・トラッ
プ規模のスーパープルーム、あるいは白亜紀末
期の小惑星衝突といった地球科学的・天文学的
事象がわかりやすい──に際しては無視できな
い。
　基本的な科学知識や常識は人類社会の共有財
産であり、一部の人命が損なわれたところで失
われることはないだろうが、その「一部」が10
パーセントのオーダーともなればそうも言えま
い。また、知識を静的に考えるのではなく、経
済成長を支える技術革新、その背後の研究開発
に示されるような動的なプロセスとして捉える
ならば、実は量的要因、人類社会の規模、単純
に言うと人口の多寡はかなり重要な意味を持つ
はずである。
　これは実は、先に述べた「プラス成長の定常
状態」を支えるメカニズムについての、経済理
論的解釈（内生的成長理論）のアイディアを基に
しているが、以下では日常言語で説明してみよ

う。
　もっとも単純に考えて、新しい科学的発見や
新技術の開発が、純然たる偶然、確率的なメカ
ニズムに支配されているとしよう。つまり、画
期的な発明や発見は、一定の確率に従って発生
する、と考えるのだ。たとえば、ある一定の時
間、例えば一年の間に、一定の人口、たとえば
１万人の集団あたり一件の発明が行われるとす
る。そうすると人口１万人の社会では毎年平均
１件程度の新発明しか期待できないが、十倍し
て十万人ともなれば年平均10件、一万倍して一
億人ならば年平均一万件の発明が期待できるの
である。こうして新しく発明・発見された知識
が、発明者発見者によって独占されず、コミュ
ニケーションを通じて安価に社会全体に共有さ
れるならば、出発点において同じ能力、同じ知
識水準から出発したとしても、人口がより多い
社会の方が、より多くの発明発見を成し遂げ、
経済成長もより速くなる、と推測される。
　以上のように考えるならば、大量の人命が失
われることは、他の要因を除外して考えても（そ
れこそ人命は失われたが自然環境や物的な富、
更に既存の知識はほとんど損なわれていない、
というような非現実的なケースを考えたとして
ても）、その社会における科学的・技術的な探
究の効率を下げ、技術革新・経済成長のスピー
ドを落としてしまう効果を持つ、ということに
なる。

３
　本節では一国のレベルを優に超え、人類社会
の過半に致命的な影響を及ぼすような大規模災
害──ここでは仮に「グローバル災害」と呼ん
だ──のインパクトについて、具体的な災害の
内実──それが「天災」であるのか「人災」で
あるのか、また主として天災≒自然災害である
としてもどのようなタイプの災害か──は基本
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的に括弧にくくって、まずは極めて抽象的な水
準で──数量としての人命、貨幣価値などを媒
介に一次元的に換算した物的富の量という尺度
のみを頼りに──考察した。その結果、こう
したグローバル災害に対しては、通常の意味で
の保険原理は重大な限界に直面することが示さ
れた（１節）。その上で、あえて単なる量的側面
を超えて、こうしたグローバル災害のもたらす
被害のいわば質的側面、ことに全人類社会の共
有財産と見なされている、基本的な常識や科学
知識が毀損される可能性についても検討された

（２節。）
　しかしながら「全人類社会」とはそもそも何
なのか？
　厳密な個人主義、つまり実在するのはあくま
で一人ひとりの自然人であって、「全人類社会」
などというのは、そうした自然人の集合に対す
る名目的なラベルでしかない、という立場をと
るならば、災害による被害をこうむる主体も、
またその被害に配慮し、ケアを施し、復興、原
状復帰への支援をなすべき対象もあくまで個
人、一人ひとりの自然人である、ということに
なる。しかしながらいうまでもなくこの立場を
徹底しすぎると様々な困難が生じる。何より自
然人の寿命は有限で、誰もがいずれは死んで消
えていく一方、出生により新たな人々が到来す
る。大規模な災害のインパクトと、そこから
の復興のプロセスに、世代単位の長い時間がか
かってしまった場合には、誰の、どの時間の範
囲での権利や福祉をターゲットとしてカウント
すべきか、という難問が生じる。それゆえに、「地
域社会」でも「国家」でも「全人類社会」でも、
仮説的に一個の大きな主体──その構成要素た
る一人ひとりの個人、自然人たちは日々入れ替
わりながらも、そのことによってその同一性が
揺らいだりはしない、そのようなまとまり──
と見なして、災害による被害を──そこにおけ

る直接的な人命そのものの喪失をも含めて──
こうむる主体、復興のための支援を必要とする
主体として扱う、というやり方は、少なくとも
とりあえずの意味を持つ。
　それでも──とりわけ少なくとも今のところ
は、国家や地方自治体とは異なり、そのメンバー
たる自然人とは独立した「法人」としての地位
を得てはいない「全人類社会」の場合には特に、
具体的にはどのような条件の下でなら「全人類
社会」が存続した、といいうるのだろうか、と
いうことである。俗な言い方で「人類が生き延
びた」といいうるためには、繁殖を維持するだ
けに十分な程度の人口と、それを支えるに足る
環境さえあればよいだろうから、単純な話千程
度のオーダーの人口集団が残っていれば何とか
なるであろう。しかしその場合「全人類社会」
が存続した、といいうるか、といえば直観的に
はそうは言い難い、とわれわれの多くは感じる
だろう。では、そうした直観には、どのような
根拠が？　といわれるとむろん問題は途端に困
難になる。しかしたとえば２節で論じた、全人
類社会の共有財産としての基本的な知識の維持
が、この規模の集団では難しくなるだろうこと
などは、問題の破局の前後において人類社会に
質的な断絶が生じていること、問題は単に量的
に人口が激減したという域を超え、破局の前後
では「断絶を超えてそれでも同じ人類社会が同
一のものとして存続している」とは言い難く
なってしまっている、と言えるだろう。
　これがなぜ深刻に考えなければならない問題
であるのか、を、ここまでその限界をさんざん
指摘してた保険のアナロジーをもって簡略に示
してみよう。要するにそれは保険集団の問題で
あり、それ以上に保険の宛先、受取人の問題で
ある。
　通常の保険では、事故に遭遇するのは保険集
団の中の少数者であり、そのことによって保険
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集団の同一性は揺るがされない。もちろん保険
集団の同一性は、より厳格に法制度的な枠組み
＝保険契約によって担保されているのだが、そ
うした形式を支える実質は、大集団としての保
険集団が実体として揺るぎなく存続している、
という事実である。しかしある意味ではそれ以
上に重要なのは、保険集団のメンバーである
個々人のレベルでも、自己の同一性は保険が備
える事故、災厄によっては脅かされない、とい
うことだ。火災保険や普通の損害保険において
は、保険の対象となる事故が、必ずしも保険加
入者、被保険者の死亡を意味するとは限らず、
保険の受取人が被保険者本人であることはむし
ろ普通である。本人死亡をターゲットとする生
命保険の場合でも、受取人としては保険者の直
接の利害関係者、その配慮の対象者──家族、
親族、被保護者等々であるのが典型である。つ
まり被保険者と受取人との間の具体的な関係は
明確である。これをスケールアップさせて、保
険加入者を国家、保険集団を国家を単位として
の全人類社会としても、議論の筋道はそうは変
わらない。保険加入者と保険金の受取人との関
係は、実は保険の開始前から自明なものとして
成立しているのだ。
　ところが全人類社会のスケールにダメージが
及ぶグローバル災害の場合にはどうか？　先に
指摘したような限界を超えて、災害に備えた有
用物資の実物としての貯蓄が「保険金」として
世代間連帯によってうまく備蓄されたとしよ
う。しかしその場合、備蓄に寄与した主体─
─保険加入者（個人であろうと国家であろうと）
と、災害後のその受取人との関係はどうなるの
だろうか？　グローバル災害の場合には、個人
は言うまでもなく国家レベルにおいても、問題
の災害の前後でそれが同一のものとして生存、
存続しているかどうかは定かではない。よしん
ばその可能性を十分に考慮して、被保険者、保

険加入者本人が死亡、滅亡した場合のための受
取人を指定してみようとしても、通常の生命保
険などとは異なり、具体的な宛先を指定するこ
とができないのだ。
　もう少し具体的に考えるため、たとえば国家
を単位として、国家自体はどうにか存続するが、
それでも半数程度の人命が失われるような災害
の場合につき検討しよう。その場合でも、法人
格としての国家が存続していれば、保険加入者
と受取人との関係は壊れていない。しかしなが
ら国家を構成する個人のレベルに降りてみては
どうか？　そこでは個人レベルの災害保険はも
はや機能しないように見える。つまりそこでは、
保険者、保険会社それ自体の存続の問題は括弧
にくくったとしても、保険加入者本人の生存ど
ころか、その係累、関係者の生存まで含めて著
しく不確かになってしまう。となれば、そうし
た国家レベルの激甚災害に対して個人が保険を
利用する理由は、ほとんどなくなってしまうよ
うに見える。そこであえて自分の直接の係累で
はない「同胞」を受取人として想定する、とい
う可能性を考えてみよう。国家という単位が残
ると考え、かつ「同胞」の範囲をこの国家レベ
ルの「国民」と想定するならば、比較的スムー
ズにこのフィクションは機能するだろう。
　しかしグローバル災害の場合にはどうだろう
か？　個人単位はもちろん、国家レベルにおい
てさえ、全人類社会を受取人に指定する保険を
掛ける理由はあるだろうか？　つまりはそうい
う問題である。

おわりに
　本稿においては極めて基本的な問題を、極め
て抽象的なレベルで論じることに終始せざるを
得なかった。にもかかわらずそのレベルにおい
ても、問題の基本的な骨格だけでも素描できた、
とさえ言い得ない段階にとどまっている。次稿
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においてもなお、この抽象水準での議論から抜
け出る見込みは容易に立たない。

【注】
（１） より正確に言えば、「１パーセントドクトリ

ン」はわたしたちに何もしないように支持す
る（Sunstein 2009=2012）

（２） ただし、ここでアンダーソンが主に批判対象
としているのはラコウスキー（Rakowski 1991）
である。ラコウスキーの見解は、運の平等主
義者の中でも厳格なものである。穏健な運の
平等主義には、アンダーソンの批判は当ては
まらない。

（３） こうした批判への運の平等主義者からの応答
は二つある。第一に、運の平等主義と連帯の
原理（principle of solidarity）を組み合わせた
多元的な運の平等主義を採用する方法が挙げ
られる（Markovits 2008）。第二に、十分性の
原理により制約することで、残酷さへの異議
は回避可能であるとする論者もいる（Segall 
2010）。セガールは、各人が基本的なニーズの
水準を下回った場合は、責任の原理よりニー
ズの充足の方が優先されると考える（Segall 
2010: 69）。セガール自身は十分性という語彙
を使用しているわけではないが、一定水準以
上のニーズ充足の要求は、各人が閾値以上の
状態であることを望ましいと考える十分性の
原理に一致するものである。

（４） ハーサニもロールズの無知のヴェールのよう
な道具立てを使用した上で、不偏共感的観察
者（impartial sympathetic observer）による期
待効用最大化を採用し、功利主義を擁護して
いる（Harsanyi 1955, 1975, 1977）。
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